
国民健康保険に加入している方へ
●高齢受給者証が新しくなります
　国民健康保険に加入されている70～74歳の方（後期高齢者医療制度の加入者は除く）
の高齢受給者証が8月に更新されます。新しい高齢受給者証は、世帯主あてに7月20日
㈫頃発送予定です。※令和2年中の所得により、医療機関での窓口自己負担金の割合（2
割か3割）が決まるため、前年度とは負担金の割合が異なる場合があります。
問合せ国民健康保険課資格係（区役所2階⑫番） TEL（5246）1252
●「限度額適用認定証」「食事療養標準負担額減額認定証」「限度額適用・標準負担額減
額認定証」の交付について
　「限度額適用認定証」および「限度額適用・標準負担額減額認定証」を受診時に医療
機関の窓口に提示すると、その医療機関の1か月の保険診療にかかる費用（入院・通院

別）が、世帯の自己負担限度額までになります。現在、使用している認定証の有効期限
は7月末日です。引続き必要な方は、7月12日㈪以降に更新の手続きをしてください。
新規の申請は、随時受付けます。※郵送での申請も可能です。※食事代や差額ベッド代
等自費分は対象外です。※保険料の滞納があるときは、交付できない場合があります。
※住民税非課税世帯の方には「食事療養標準負担額減額認定証」も交付されます。
※70歳以上の方は現役並み所得区分Ⅰ、Ⅱと住民税非課税世帯の方のみが対象です。
必要な物国民健康保険被保険者証、世帯主のマイナンバーの分かる物、世帯主の本人確
認書類（運転免許証、個人番号カード、写真付住基カードなど）更新の方は使用中の「限
度額適用認定証」「食事療養標準負担額減額認定証」「限度額適用・標準負担額減額認定
証」　 申込み・問合せ 国民健康保険課給付係（区役所2階⑭番） TEL（5246）1253
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介護保険負担割合証を送付します

　負担割合証には、サービスを利用する
ときの利用者負担の割合（1～3割）が記
載されています（介護保険被保険者証と
は異なります）。サービス利用時に、介護
保険被保険者証と一緒にサービス事業所
に提示してください。
対象要介護認定を受けている方

発送日 7月中旬※要介護認定申請中の方は、
発送が遅れる場合があります。

介護サービス利用者負担額軽減
確認証について

●介護サービスの利用料の一部が軽減さ
れます（社会福祉法人等による利用者負
担額軽減）　軽減制度に協力する事業所の
サービスを利用した場合、介護サービス費
の利用者負担および食費・居住費（滞在費）

介護保険課から 問合せ 介護保険課給付担当 TEL（5246）1249

の4分の1を軽減します。
対象サービス訪問介護・通所介護・短期入
所生活介護、特別養護老人ホームにおける
施設サービス等　対象次の全てに該当し、
区が生計困難と認めた方　①世帯全員の
住民税が非課税　②世帯の収入（仕送り
や手当、非課税年金等を含む）が、単身世
帯で150万円以下（世帯員が1人増えるご
とに50万円加算）　③世帯の預貯金等の額
が、単身世帯で350万円以下（世帯員が1

人増えるごとに100万円加算）　④自宅以
外に活用できる資産（土地や家屋等）を所
有していない　⑤負担能力のある親族等
に扶養されていない　⑥介護保険料を滞
納していない※申請方法等、詳しくは上記
問合せ先までお問合せください。
●確認証をお持ちの方へ　有効期限は7月
末日です。申請書をお送りしていますので、
申請手続きがまだお済みでない方は、至急
手続きをしてください。

高額介護（予防）サービス費の
上限額が一部変わります

　月々の介護サービス費の自己負担額が高
額になり上限額を超えた場合に、申請によ
りその超えた分が払い戻されます。上限額
は利用者負担段階に応じて設定されていま
す。住民税課税世帯の方について、8月利
用分から上限額が変わります。新しい上限
額は右記❷の表をご確認ください。

介護保険負担限度額認定証につ
いて

●介護保険施設の食費・居住費（滞在費）
が所得等に応じて軽減されます
対象サービス 特別養護老人ホーム・老人

保健施設・介護医療院・療養型医療施設の
入所、短期入所サービス（ショートステ
イ）
●取得要件および限度額が一部変わります
3年8月より、取得要件および限度額が変
更となります。新しい要件および限度額は
右記❶の表をご確認ください。
●認定証をお持ちの方へ　有効期限は7月
末日です。申請書をお送りしていますので、
取得要件に該当し、申請手続きがまだお済
みでない方は、至急手続きをしてください。

●オリンピック聖火リレー（7月20日㈫）
始発から午前10時頃まで全路線で運休します。
次の停留所・時間を起点として順次運行を開始します。

●パラリンピック聖火リレー（8月21日㈯）・パラリンピックマラソン競技（9月5日㈰）
一部の路線で迂回運行を行います。詳しくは、決まり次第区HPや停留所にてお知らせします。
※各日とも交通規制による遅れが見込まれます。また、交通規制中は、都バスの一部路線やタ

クシーにおいても通行が制限されますのでご注意ください。ご理解・ご協力をお願いします。
問合せ北・南・東西めぐりんについて　日立自動車交通㈱ TEL（5682）1122
ぐるーりめぐりんについて　京成バス㈱奥戸営業所 TEL（3691）0935
台東区交通対策課 TEL（5246）1361

路線 停留所 運行開始時刻
 北めぐりん (浅草回り） 浅草駅 午前10時
 北めぐりん (根岸回り） 台東病院 午前10時12分

南めぐりん 台東病院 午前10時5分
東西めぐりん 浅草駅 午前10時1分

ぐるーりめぐりん 橋場二丁目アパート前 午前9時40分

聖火リレーおよびマラソン競技開催日は、交通規制に伴い
「めぐりん」の運行が変わります

台東区職員募集

●保育士・Ⅱ類
対象昭和59年4月2日〜平成14年4月1日までに生まれ、保育士とな
る資格を有し、都道府県知事の登録を受けている方（4年3月31日
までに資格を取得し、都道府県知事の登録を受ける見込みの方を
含む）　採用日 4年4月1日以降
勤務地区立保育園、子ども家庭支援センター、石浜橋場こども園、
身体障害児施設等　募集人数 10人程度
給与（月額）約195,200円（地域手当を含む）※前職がある場合は
加算有り　１次選考日8月22日㈰
2次選考日9月下旬予定（1次選考合格者対象）
選考方法 1次選考は択一式・作文、2次選考は個別面接
申込方法申込書に記入し、下記へ持参するか簡易書留で郵送（電
子申請可）　 申込締切日7月30日㈮（必着）※電子申請は、7月30
日㈮午後5時（受信有効）※詳しくは区HPをご覧になるか、下記
へお問合せください。
申込書配布場所・問合せ人事課人事係（区役所4階⑤番）
TEL（5246）1061

❶8月から太枠部が変更となります〈負担限度額認定証〉
取得要件等 負担限度額（１日あたり）

利用者
負担段階 課税要件 対象 預貯金額

(夫婦の場合) 食費
居住費

ユニット型
個室

ユニット型
個室的多床室 従来型個室 多床室

第1段階
― ・生活保護を受給している方 1,000万円

（2,000万円）
以下

300円 820円 490円 490円
(※3は320円) 0円

世帯全員
および

配偶者等が
住民税非課税

・老齢福祉年金を受給している方

第2段階
・合計所得金額と
　公的年金等の収入金額（※1） の
　合計が80万円以下

650万円
（1,650万円）

以下
390円

（※2は600円） 820円 490円 490円
（※3は420円）370円

第3段階
① 世帯全員

および
配偶者等が

住民税非課税

・合計所得金額と
　公的年金等の収入金額（※1） の
　合計が80万円超～120万以下

550万円
（1,550万円）

以下
650円 

（※2は1,000円） 1,310円 1,310円 1,310円
（※3は820円）370円

第3段階
②

・合計所得金額と
　公的年金等の収入金額（※1） の
　合計が120万円超

500万円
（1,500万円）

以下
1,360円 

（※2は1,300円） 1,310円 1,310円 1,310円
（※3は820円）370円

※1　非課税年金（遺族年金、障害年金）も含む　　※2　ショートステイを利用した場合　　※3　特別養護老人ホーム等を利用した場合

❷8月利用分から〈高額介護（予防）サービス費〉
利用者負担段階 上限額

生活保護を受給している方 個人で15,000円／月
世帯全員が住民税非課税で、老齢福祉年金を受けている方または課税年金収入金額と合計所得金額の合計
が80万円以下の方（※1） 

個人で15,000円／月
（世帯で24,600円／月）

世帯全員が住民税非課税で、課税年金収入金額と合計所得金額の合計が80万円超の方（※1） 世帯で24,600円／月

住民税課税世帯
課税所得（※2） 380万円未満の方 世帯で44,400円／月
課税所得（※2） 380万円以上690万円未満の方 世帯で93,000円／月
課税所得（※2） 690万円以上の方 世帯で140,100円／月

※１　合計所得金額と課税年金収入額の合計から年金収入にかかる雑所得を除いた金額を用います（税制改正の影響を受けないよう、税法上の合
計所得金額を調整しています）。

※２　課税所得とは、収入から公的年金控除、必要経費、基礎控除、給与所得控除等の地方税法上の控除金額を差し引いた後の額のことです。


